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研究要旨 
腎疾患対策検討会報告書に示されている全体目標を達成するため、本研究では、1）CKD 普及啓発

活動の実態調査、2）市民公開講座などの啓発活動の支援、3）啓発資材の作成、4）診療連携体制の

構築、5）人材育成、を中心に、現状を把握し、今後に向けた対策を検討した。 
普及啓発活動に関しては、新型コロナウイルス感染症拡大により大きな影響を受けたものの、日本

腎臓病協会の慢性腎臓病対策部会のブロック代表、都道府県代表、地区幹事を中心に、様々な工夫を

凝らして、徐々に活動が再開されてきている。普及啓発活動においては、地方自治体、行政との連携

も重要であり、行政が積極的な自治体ではより重層的な取り組みがされていることが明らかになっ

た。with コロナ時代のニューノーマルにあわせた資材を開発し、デジタルサイネージやスマホ・タ

ブレットなどでの利用が可能となり、行動制限下でも好評に、比較的簡便に、幅広い層に普及啓発を

行うことができた。それらの動画資材等とともに、一般向けおよび医療従事者向けのスライド資料も

作成し、日本腎臓病協会や班研究の HP にアップしており、さらなる利活用を進めていきたい。 
診療連携体制構築に関しては、CKD 対策のための会議体の設置や専門医・専門医療機関のリストの

作成など、都道府県単位を中心とする体制構築のための基盤整備は着実に進展していることが、年度

末アンケート調査でわかった。また、地域独自の CKD 診療連携制度の比較的詳細な状況も把握でき、

制度毎の運用実態の横断的・縦断的把握が可能な体制の整備も進んでいることがわかった。今後も経

年的に診療連携制度の詳細情報を集積し、データベース化して共有することにより、各地域の実情に

適合した CKD 診療連携体制の立案・実施・改善への支援が効率的に進展することが期待される。 
人材育成に関しては、腎臓病療養指導士数は確実に増加してきており、さらに地域間、職種間での

連携の強化、モチベーションアップや知識の向上のための方策が進み始めたところである。コロナ禍

でも継続して人材育成を行い、慢性腎臓病診療における診療連携体制の構築に役立つように、各都道

府県での更なる活動の支援が重要である。 
対象に合わせた啓発資材の作成と啓発手法を利活用することにより、CKD の普及啓発を強化し、か

かりつけ医、腎臓専門医、行政との CKD 診療連携体制を推進し、さらには腎臓病療養指導士や腎臓

専門医を育成することにより、今後の CKD 重症化予防の方向性を示すことができたと考える。 
今後も腎疾患対策検討会報告書に示されている全体目標を達成するため、「普及啓発活動」、「啓発資

材作成」、「診療連携体制構築」、「人材育成」等の活動を継続し、慢性腎臓病（CKD）に対する全国で

の普及啓発の推進、地域における診療連携体制構築を介して医療へ貢献していきたい。 
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A．研究目的 
 2018 年に厚生労働省から発出された「腎疾患

対策検討会報告書」では、CKD 対策における①
普及啓発、②地域における医療提供体制の整備、

③診療水準の向上、④人材育成、⑤研究開発の

推進の 5 本柱について、今後の取り組みの方向性

が示された。 
本研究では、医療従事者、行政機関、患者・家

族、国民全体に CKD について普及・啓発を行い、

より多くの人がCKD 対策を実践する体制を構築

するとともに、かかりつけ医、腎臓専門医、行政

の連携を推進し、CKD 診療連携体制の構築とさ



 2 

らなる CKD 重症化予防に取り組むことを目的と

する。 
具体的には、1）CKD 普及啓発活動の実態と効

果の調査、課題抽出、2）有効な普及啓発活動の

方法論の構築、3）普及啓発資材の作成、4）診療

連携体制の構築支援、5）人材育成、を実施し、「腎

疾患対策検討会報告書」で示された CKD 対策の

社会実装を促進し、医療への貢献を果たす。 
 
B. 研究方法 
１）各都道府県における CKD の普及啓発活動の

調査                                                    
① 普及啓発活動の実態調査 

日本腎臓病協会で選任された各都道府県代表

が中心となり、行政（都道府県および市町村の

腎疾患対策担当者または糖尿病性腎症重症化

予防担当者）とともに、CKD の普及・啓発活

動の実態（専門医数・所在、地域における CKD
診療を担うかかりつけ医等の医療従事者数・所

在、普及・啓発活動の実施数、市民公開講座な

どの実施数、CKD の認知度調査など）、CKD
の重症度による紹介基準に則った腎臓専門医

療機関等への紹介率・逆紹介率や紹介基準の利

用による好事例、さらには行政との連携状況を

調査する。好事例があった場合には、各都道府

県において、好事例が横展開されているかも調

査するためのアンケートを作成する。そのアン

ケートは毎年行い、普及・啓発の達成度、問題

点を抽出する。好事例があった場合には、各都

道府県において、好事例が横展開できるように

促す。都道府県によって上記の進捗状況に差が

出ることが予想され、それらの情報は最低年 1
回の各ブロック会議で共有し、情報交換するこ

とにより、ブロック内あるいは他ブロックから

の支援も行い、情報および問題点を地域間で共

有し、CKD 対策の均てん化、さらなる普及・

啓発につなげる。 
② CKD の認知度、普及度の調査 

CKD概念の認知度、浸透度、理解度をかかり

つけ医、一般市民等を対象に実施する。さらに

Web を介した全国規模のアンケート調査を実

施する。既存の調査結果も一部報告されており

活用する。人口規模、医師会数、専門医の分布

等を勘案して、実現可能で有効な調査方法を考

案する。各都道府県医師会、県・市町村行政へ

のアンケート調査等を、地域の実情に応じて実

施する。 
都道府県内にとどまらず、ブロック毎で行政を

対象とした成果報告会を開催する。そこでは、

アンケート結果の報告と好事例を共有し、都道

府県内だけでなく、ブロックでの横展開も進め

る。 
 

２）各都道府県における市民公開講座、啓発イベ

ントの支援 
① 各都道府県における市民公開講座の実態調査 

日本腎臓病協会の慢性腎臓病対策部会

（J-CKDI）と連携し、各都道府県における市

民公開講座の実態調査を行い、市民公開講座・

啓発イベントが不活発な地域に対して、開催の

ノウハウを伝え、分担研究者・研究協力者によ

る開催業務の人的支援を行う。また、各県にお

ける活動状況をオンライン会議やメールにて

共有しつつ好事例や課題について抽出する。啓

発用資材を活用して CKD の認知度を上げる。 
② 啓発イベントの支援 
懸垂幕、ロールアップバナー、パンフレット、

ポスター、啓発動画などの啓発用資材を作成し、

配布する。マスコットキャラクター「そらまめ

くん」（着ぐるみ）の管理/運営/輸送等を支援

する。 
 
３）啓発用資料の作成・広報・配布 
「腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗

管理および新たな対策の提言に資するエビデン

ス構築」班の資料作成分科会と協力して活動する。  
① 疾患啓発には様々な方法が採用可能であり、ポ

スター等の資材配布、新聞・Web 等のメディ

アの活用、市民公開講座の開催がある。費用対

効果、地域の実情に適した方法論を考案する。 
② 一般住民のみならず、小児、高齢者、透析患者

向けの資料を作成する。資料の作成には、小児

腎臓病学会、日本透析医学会、全国腎臓病協議

会（透析患者の患者会）とも連携を図る。  
③ CKD、腎代替療法に関して興味を喚起する仕

組みを考案する（クイズパネル、啓発動画等の

作成）。  
④ 医療従事者のみならず、一般向けの教育用ツー

ルを作成し、それを全国展開し、活用できるよ

うにする。  
⑤ コロナ禍において現実的に実施可能な普及啓

発およびその際に使用する必要かつ最適な資

材について検討し、必要な資材を新たに開発し

た。 
 
４）診療連携体制構築 
① 診療連携体制の実態調査 
各都道府県代表者に、診療連携体制構築の進捗

管理のための専門医療機関、かかりつけ医、行

政担当者、保健師等との会議体の設定、ミーテ

ィングの有無、都道府県・市町村の糖尿病対策

推進会議との連携の有無についてアンケート

調査を行う。各都道府県に対して、診療連携体

制の好事例（かかりつけ医と腎専門医との連携、

2 人主治医制、専門医が少ない地域での専門医

以外の連携協力医のあり方等）について調査を
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行い、成功要因の分析を行う。2020 年度は診

療連携体制構築に関連する活動全般の実態の

より定性的、定量的な評価を可能とし、詳細な

二次調査へも展開可能な情報を得ることを意

図して、2019 年度実施した年度末アンケート

の調査項目を再検討のうえ改訂を行った。アン

ケート調査の情報を活用し、地域の診療連携体

制の構築のため効果的な情報共有を図る。 
② 連携体制構築、活動継続の支援 

かかりつけ医、専門医療機関、医師会、行政担

当者、保健師等と診療連携体制構築のための会

議体構築、ミーティング開催が実施できていな

い都道府県においては、都道府県代表がその立

ち上げをサポートする。糖尿病対策推進会議と

の連携もできるように働きかける。 すでに開

催している都道府県では、その進捗管理のため

定期的にミーティングを開催する。 調査した

専門医の所在、CKD 診療を担うかかりつけ医

の情報を地域の行政機関とも共有する。腎臓専

門医のいない地域では、かかりつけ医や診療連

携協力医とCKDに関する基本的な知識を有す

る看護師/保健師、管理栄養士、薬剤師等が連

携して、CKD 診療ができる体制を構築する。

さらに、医療従事者の目線のみならず、患者目

線での医療を行うため、患者会と綿密に連携を

図る。 
 
５）人材育成 
① 日本腎臓病協会と連携し、腎臓病療養指導士数

増加のための方策を検討する。 
② 日本腎臓病協会、日本腎臓学会、日本腎不全看

護学会、日本栄養士会、日本腎臓病薬物療法学

会と連携して腎臓病療養指導士対象のセミナ

ー等を開催し、各地域間、各職種間での連携強

化を支援する。 
③ 腎臓病学を専攻した後期研修医を対象に「腎代

替療法専攻医セミナー」を開催し、若手医師へ

の教育を行う。 
④ その他の療養指導士（糖尿病療養指導士、生活

習慣病改善指導士、高血圧・循環器病予防療養

指導士、腎臓リハビリテーション指導士）と連

携を取り、CKD 診療連携体制の強化を図る。 
 
C. 研究結果 
１）各都道府県における CKD の普及啓発活動の

調査   
① 普及啓発活動の実態調査 

実態調査のために、日本腎臓病協会の慢性腎

臓病対策部会の都道府県代表の先生に、CKD
普及啓発活動をする際には、日本腎臓病協会に

後援を依頼していただくようにお願いし、その

数を集計した。3年間の推移を示す。 

 
2020 年度は新型コロナウイルス感染症拡大

のため、後援・共催数は減少したが、2021 年
度は回復している。全国各地で感染対策を十分

にして、工夫された結果である。普及啓発活動

の取り組みにおいては、同じブロック内でも行

政の関わり方には温度差があり、積極的な県で

の取り組みはより重層的となる傾向が認めら

れた。また、医療関係者に向けたものに比較し、

一般住民への働きかけは十分とは言えない。 
2019 年度末から日本腎臓病協会の慢性腎臓

病対策部会の都道府県代表の先生方にアンケ

ート調査を行った。2019 年度のアンケート様

式を示す。 

アンケート回収率は 40/47 県であった。普及啓

発活動数は日本腎臓病協会に後援・共催申請さ

れているもの以外のものが把握しにくい状況

であったが、34 県では実施されていた。腎臓

病療養指導士や患者会が参加して行われてい

るものが約半数であった。 
2020 年度末の全国アンケート調査は様式を

修正して行った。 

 

2019年度 2020年度 2021年度
4月 7 0 5
5月 11 2 10
6月 12 0 4
7月 9 2 5
8月 6 3 7
9月 17 2 12
10月 14 8 14
11月 22 7 15
12月 10 9 9
1月 8 1 5
2月 11 5 6
3月 1 14 10
合計 128 53 102

日本腎臓病協会後援・共催CKD普及イベント

腎疾患対策年度末アンケート調査
件数等回答 具体的な資料等

普及・啓発活動の実施数（JKAに申請していないもの）
市⺠公開講座数（JKAに申請していないもの）
腎臓病療養指導⼠が参加した啓発活動の有無、その回数、参加した療養指導⼠数
患者会が参加した啓発活動の有無、その数

CKD認知度アンケート調査の有無、あれば具体的に（ブロック単位、都道府県単位、市町村単位、イベント時など）
アンケート調査結果報告会の有無、あれば具体的に

 ①運動資⾦が少ない
 ②有効な媒体、資材がない
 ③その他（⾃由記載）

診療連携体制構築

各県内の腎臓専⾨医数
腎臓学会研修施設数 または 腎臓専⾨医所属施設数
上記以外の専⾨医療機関の数（わかる範囲で）＊
会議体の設置の有無、あれば具体的に（ブロック単位、都道府県単位、市町村単位など）
エリアのCKD診療連携制度の有無

 ①CKD診療連携制度に参加しているかかりつけ医数＊＊
 ②CKD診療連携制度に参加している専⾨医療機関数＊＊
 ③CKDの重症度による紹介基準に則った腎臓専⾨医療機関等への紹介数・逆紹介数
 ④CKDの重症度による紹介基準に則った腎臓専⾨医療機関等への紹介施設数・逆紹介施設数
紹介基準の利⽤による好事例（早期介⼊など）の有無、あれば具体的に
県医師会や郡市医師会との連携状況（先⽣⾃⾝の感覚で結構です）
⾏政との連携状況（先⽣⾃⾝の感覚で結構です）
糖尿病対策推進会議との連携の有無
その他、保健師、医師会との連携の有無、あれば具体的に
かかりつけ医と専⾨医の間での連携パスの使⽤の有無、あれば具体的に
診療連携体制の好事例の有無、あれば具体的に

看護師/保健師、管理栄養⼠、薬剤師等との連携強化の有無
⾮腎臓専⾨医（かかりつけ医を含む）を中⼼とした連携体制構築の有無

患者会との連携の有無、あれば具体的に

各県内の腎臓病療養指導⼠数
腎臓病療養指導⼠を増やす⽅策の有無、あれば具体的に
腎臓病療養指導⼠との連携を強化、知識の向上のための研修会等の有無、あれば具体的に
他領域の療養指導⼠との連携の有無、あれば具体的に

市⺠公開講座をはじめとする普及・啓発活動、腎臓病療養指導⼠が企画・参加するイベントはできる限りJKAに後援申請してください。
＊：腎臓学会研修施設、腎臓専⾨医所属施設には該当しないが、実質的な腎臓病診療を実施している施設
＊＊：CKD診療連携制度が「無」の場合は、⾃施設との連携かかりつけ医・施設数

：ドロップダウンリストから選択

⽇本腎臓病協会で把握

厚⽣労働省のアンケートで把握（一部）

⼈材育成

各都道府県におけるCKDの普及啓発活動の調査
普及啓発活動の実態調査

CKDの認知度、普及度の調査

診療連携体制の実態調査

腎臓専⾨医のいない地域（あるいは4⼈未満の少ない地域？）

⽇本腎臓学会で把握
⽇本腎臓学会で把握

CKDの認知度向上、普及啓発を進める上での課題

上記で「有」と答えた場合は合計を、「無」と答えた場合は⾃施設のみ

A. 各都道府県におけるCKDの普及啓発活動の調査

活動の形態：（　　　　　）に実施数を記載）（複数回答可） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　） （　　内容：　　　　　　　　　　　　　）

普及・啓発目的に使用した媒体（複数回答可） （　　　　　）

回数

参加した療養指導士延べ数

回数

アンケート調査結果報告会の有無、あれば具体的に

2) CKDの認知度向上、普及啓発を進める上での課題

B.診療連携体制構築 

各県内の腎臓専門医数

腎臓学会研修施設数 または 腎臓専門医所属施設数

会議体の数

単位エリア（ブロック，都道府県，市区町村(数），2次医療圏（数））の内訳（複数回答可） （数：　　） （数：　　）

専門医・専門医療機関リストの作成の有無

周知の単位（範囲：複数回答可）

エリアのCKD診療連携制度の有無

制度の数　

単位エリア（都道府県，市区町村(数），2次医療圏（数））の内訳（複数回答可） （数：　　） （数：　　）

①CKD診療連携制度に参加しているかかりつけ医数＊＊

②CKD診療連携制度に参加している専門医療機関数＊＊

③CKDの重症度による紹介基準に則った腎臓専門医療機関等への紹介数・逆紹介数

④CKDの重症度による紹介基準に則った腎臓専門医療機関等への紹介施設数・逆紹介施設数

行政との連携状況（先生自身の感覚で結構です）

糖尿病対策推進会議との連携の有無

2）

医師会，その他の団体・専門職との連携の有無

県医師会や郡市医師会との連携状況（先生自身の感覚で結構です）

専門職：

団体：

C.人材育成

具体的に（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

具体的に（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

具体的に（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

市民公開講座をはじめとする普及・啓発活動、腎臓病療養指導士が企画・参加するイベントはできる限りJKAに後援申請してください。

＊：腎臓学会研修施設、腎臓専門医所属施設には該当しないが、実質的な腎臓病診療を実施している施設

＊＊：CKD診療連携制度が「無」の場合は、自施設との連携かかりつけ医・施設数

：ドロップダウンリストから選択

日本腎臓病協会で把握

具体的に（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

1)-a

1)-b

（　　　　　　　　　　）

数（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

数（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

数（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

数（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）4 他領域の療養指導士との連携の有無、あれば具体的に

2 腎臓病療養指導士を増やす方策の有無、あれば具体的に

3 腎臓病療養指導士との連携を強化、知識の向上のための研修会等の有無、あれば具体的に

1 各県内の腎臓病療養指導士数

2

患者会との連携の有無、あれば具体的に

3）

行政・団体等との連携状況

1) 行政との連携の有無

5）-c

5）-d

3)-b 連携している専門職・団体（複数回答可）

3)-a

有の場合4）-a

紹介数（　　　　　　　　　　　　　　　） 逆紹介数（　　　　　　　　　　　　）

紹介施設数（　　　　　　　　　　　　） 逆紹介施設数（　　　　　　　　　　 ）

数（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※有の場合個別の連携制度についての詳細項⽬調査(回答票2)へ

1 診療連携体制の実態調査　

1)

2)

有の場合2)-a

2)-b

2)-c

4）

CKDの重症度による紹介基準（専門医紹介基準2018）の周知の有無3）

有の場合3)-a

4）-b

5）

5）-a

会議体の設置の有無、あれば具体的に（ブロック単位、都道府県単位、市区町村単位など）

5）-b

連携実績：　上記B-1-3)が有の場合はご担当エリア内の、無の場合は自施設のみの実績

上記以外の専門医療機関の数（わかる範囲で）＊

数（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

数（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

2 CKDの認知度、普及度の調査

1) CKD認知度アンケート調査の有無、あれば具体的に（ブロック単位、都道府県単位、市区町村単位、イベント時など）

1)-a

具体的に（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

具体的に（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

日本腎臓学会で把握

日本腎臓学会で把握

腎疾患対策年度末アンケート調査（回答票1)

調査項目

1

1) 普及・啓発活動の実施数（JKAに申請していないもの）

1)-a

1)-b

2) 腎臓病療養指導士が参加した啓発活動の有無、その回数、参加した療養指導士数

有の場合2)-a

2)-b

3) 患者会が参加した啓発活動の有無、その数

有の場合3)-a

普及啓発活動の実態調査 

回答欄

数（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

数（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

市⺠公開講座 講演会 研修会 街宣活動 その他
新聞 ラジオ テレビ 雑誌 ミニコミ誌 ⾏政広報 ＳＮＳ 動画サイト その他

ブロック 都道府県 市区町村 2次医療圏

都道府県全域 市区町村 2次医療圏

都道府県 市区町村 2次医療圏

看護師/保健師 管理栄養⼠ 薬剤師 その他
⻭科医師会 薬剤師会 栄養⼠会 その他
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回収率は 22/47 県と低かった。その中でも普

及啓発活動は半数の県で実施されていた。開催

形式は、従来の市民公開講座や講演会のみなら

ず、コロナ禍の影響で動画サイトや SNS、デ

ジタイルサイネージや映画館のシネアドを利

用しているところもあった。また、研究班で作

成した懸垂幕やロールアップバナーも掲示し

ていただいた。 
② CKD の認知度、普及度の調査 

CKD の疾患認知は全体の半数程度にとどま

っている。その中でも年齢層が高いほど、また

健診制度を利用する健康意識の高い層に理解

度が高い傾向が認められたが、北海道のアンケ

ート結果からは、検尿異常や腎機能低下によっ

てCKDが定義されるというポイントについて

は、若年層の方に認知されている結果であった。

CKD より慢性腎臓病という名前の方が浸透し

ており、慢性腎臓病=CKD という理解も普及

を要する。さらに CKD の合併症として末期腎

不全・透析療法は比較的認知されている一方、

心血管合併症についてはほとんどされていな

い。 
2019年度から一般市民にむけたWEBアンケ
ート調査を実施した。2019 年度と 2020 年度
の結果の一部を示す。 

 
対象は 20～50 歳代の一般市民で、健康診断

の受診状況と合わせて、CKD に関する認知度

について、Web 上で全国アンケート調査を実

施した（回答数 1,727例）。その解析結果では、

①CKD について、「症状も含めて知っている」

あるいは「病名だけは知っている」と回答した

のは全体の 50.7%であった。年代別にみると、

若年層（20、30 代）においては半数以下の認

知度であった。②定期健康診断を受けていな

い回答者で認知度が低い傾向がみられた。

③CKD を認知している回答者のうち、CKD

にあてはまる症状として回答が多かったのは、

「タンパク尿」と「むくみ」でそれぞれ 48.4%、

48.2%であった。④「タンパク尿」や「血清ク

レアチニン高値」を放置することで起こりうる

のは何かという設問では、「人工透析による継

続的な治療」が最も多く、56.6％であった。

2020年度には、CKD について、「症状も含め

て知っている」＋「病名だけは知っている」と

回答したのは全体の 52.3%であった。年代別に

みると、若年層（20、30 代）においては半数

以下の認知度であったが、40 代は昨年と比較

して上昇している。CKD を認知している回答

者のうち、CKD にあてはまる症状として回答

が多かったのは、「むくみ」と「タンパク尿」

でそれぞれ 53.8%、51.2%であった。「タンパ

ク尿」や「血清クレアチニン高値」を放置する

ことで起こりうるのは何かという設問では、

「人工透析による継続的な治療」が最も多く、

58.6％であった。 
2020年度末の全国アンケート結果では、認知

度アンケート調査は 3/22 県でしか行われてい

なかった。普及啓発を進める上での問題点とし

ては、資金不足が一番多く、コロナ禍で市民対

象の啓発事業は実施しにくい状況であった、対

象者の年齢構成によって啓発手法を変えるべ

き、学校教育の中でも行い、継続的な情報発信

による知識の固着が重要である、という回答が

あった。 
 
２）各都道府県における市民公開講座、啓発イベ

ントの支援 
① 各都道府県における市民公開講座の実態調査 

2019 年度の日本腎臓病協会が後援した市民

公開講座は、全国で 74 講座が企画され、その

うち 46 講座は予定通り実施されたが、28 講座

は新型コロナウイルス感染拡大の影響で開催

中止となった。東海ブロックが 13回と最も多

く、近畿ブロックが 11回、東北ブロックが 10
回と次に多かった。都道府県別に見ると、北海

道が 11 回と最も多く、愛知県が 10 回と次に

多かった。一方、0回の県は 13 県あり、それ

らの地域に対し介入の余地があることが明ら

かとなった。 
2020 年度も新型コロナウイルス感染拡大の

影響により、集合形式の市民公開講座数は全国

で約 20件に留まった。ソーシャルディスタン

スを保ち、収容人数を制限した集合形式や、

Web を活用した市民公開講座が開催された。

各県において世界腎臓デーに合わせてCKD啓

発のための懸垂幕やロールアップバナーを掲

示した。 
2021 年度も新型コロナウイルス感染拡大の

影響により、市民公開講座数は全国で昨年同様

1 それぞれの連携制度の名称（各列にご記載ください） 1 2 3

2 運用開始時期 　　　　〜2018年度 　　　　　　2019年度 　　　　　　2020年度 　　　　〜2018年度 　　　　　　2019年度 　　　　　　2020年度 　　　　〜2018年度 　　　　　　2019年度 　　　　　　2020年度

　　　　都道府県全域　　　　　二次医療圏　　　　 　単独市町村 　　　　都道府県全域　　　　　二次医療圏　　　　 　単独市町村 　　　　都道府県全域　　　　　二次医療圏　　　　 　単独市町村

　　　　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　） 　　　　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　） 　　　　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

4 参画する腎臓専門医数 　　　　4人未満　　　　　　　　　4人以上 　　　　4人未満　　　　　　　　　4人以上 　　　　4人未満　　　　　　　　　4人以上

5 連携の基準（専門医紹介基準2018に準拠，または地域の実情に応じた独自の基準を設定か） 　　　　準拠　　　　　　　　 　　　独自 　　　　準拠　　　　　　　　 　　　独自 　　　　準拠　　　　　　　　 　　　独自

6 連携パスまたは連携様式の使用 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無

7 医師会との連携の有無と医師会の単位 　　　　有（　　　　　都道府県　　　　　郡市区）　　　　　　無 　　　　有（　　　　　都道府県　　　　　郡市区）　　　　　　無 　　　　有（　　　　　都道府県　　　　　郡市区）　　　　　　無

8 医師会との連携の状況（先生自身の感覚で結構です） 　　　　良好　　　　　　　　　　　 不良　　　　　　　　　　　　不明 　　　　良好　　　　　　　　　　　 不良　　　　　　　　　　　　不明 　　　　良好　　　　　　　　　　　 不良　　　　　　　　　　　　不明

9 行政との連携の有無と行政の単位 　　　　有（　　　　　都道府県　　　　　郡市区）　　　　　　無 　　　　有（　　　　　都道府県　　　　　郡市区）　　　　　　無 　　　　有（　　　　　都道府県　　　　　郡市区）　　　　　　無

10 行政との連携の状況（先生自身の感覚で結構です） 　　　　良好　　　　　　　　　　　 不良　　　　　　　　　　　　不明 　　　　良好　　　　　　　　　　　 不良　　　　　　　　　　　　不明 　　　　良好　　　　　　　　　　　 不良　　　　　　　　　　　　不明

11 糖尿病性腎症重症化予防プログラムとの連携の有無 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無

　　　　有（　　　看護師・保健師　　　管理栄養士　　　薬剤師　　　その他） 　　　　有（　　　看護師・保健師　　　管理栄養士　　　薬剤師　　　その他） 　　　　有（　　　看護師・保健師　　　管理栄養士　　　薬剤師　　　その他）

　　　　無 　　　　無 　　　　無

13 腎臓病療養指導士の参加 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無

　　　　有（団体名：　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　 　　　　有（団体名：　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　 　　　　有（団体名：　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　

　　　　無 　　　　無 　　　　無

15 連携実績（紹介・逆紹介）の定期的集計 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無 　　　　有　　　　　　　　　  　　　無

16
全体的評価（S:優れている、A:評価できる、適切である、B:やや改善を要する、C:改善を要する、F:

不明）（先生自身の感覚で結構です）
　　　　S　　　　　　 A　　　　　　 B　　　　　　 C　　　　　　 F 　　　　S　　　　　　 A　　　　　　 B　　　　　　 C　　　　　　 F 　　　　S　　　　　　 A　　　　　　 B　　　　　　 C　　　　　　 F

17 連携の好事例、問題点その他（自由記載）

※個別の連携制度についての詳細項目調査（回答票2）

14 患者会との連携の有無、団体名

3 連携制度のカバーするエリア

12 多職種連携の有無（連携している職種、複数可）
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約 20 件に留まった。2020 年度同様に、様々

な工夫をして市民公開講座が開催された。世界

腎臓デーに合わせて希望があった自治体に

CKD 啓発のための懸垂幕やロールアップバナ

ーを提供し、掲示した。 

 
 

 
新潟市では十分な感染対策を施した上で市民

公開セミナーを開催し、医師、薬剤師、管理栄

養士から分かりやすいレクチャーを行った。ま

た岡山市では、コロナ時代における腎臓を守る

生活習慣と注意点について、会場とオンライン

のハイブリッド形式で市民公開講座が開催さ

れた。 
② 啓発イベントの支援 

2019 年度は市民公開講座の他、啓発パネル

展・街頭キャンペーンも各地で企画・実施され、

着ぐるみ、ジャンパー、幟、ビブス、シールお

よび啓発リーフレットを送付し支援した。 

 
2020 年度も同様にイベントグッズの貸し出

しを行ったが、その希望数は減少した。また、

CKD 啓発動画を製作し、小樽・旭川では、世

界腎臓デーに合わせ 3 月上旬に 2 週間、シネ

マ・アドバタイジングを活用した啓発活動を行

った（入館者：小樽 6,040 名、旭川 9,619
名）。高知県においては世界腎臓デーに合わせ、

3 月 19 日の高知新聞に CKD の啓発記事を掲

載し、高知市医師会の後援も得て、3月 27 日

にCKD啓発の市民公開講座をテレビ放映した。

香川県では 3月 5 日にリビング高松誌に CKD
啓発の広告掲載をした。さらに、島根県では、

CKD 啓発動画を県公式 Youtube に公開し、島

根大学医学部附属病院待合ホールでの再生な

ど、県民への CKD 啓発活動を行った。

 
 

 

 
2021 年度は市民公開講座の他、啓発パネル

展・街頭キャンペーンも各地で企画・実施され、

着ぐるみ、ジャンパー、幟、ビブス、シールお

よび啓発リーフレットを送付し支援した。さら

に、研究班のホームページに自由にダウンロー

ドできる「CKD 啓発資材ダウンロード資料集」

を掲載し（https://pmne-kd.jp/message.html）、
日本腎臓病協会のホームページにも同様に「ダ

ウ ン ロ ー ド 資 料 集 」 掲 載 し た

（https://j-ka.or.jp/ckd/download/）。また、

日本腎臓病協会とも連携し、CKD 啓発動画を

製作し、北海道ではシネマ・アドバタイジング

を活用した啓発活動を行った。群馬県や石川県

ではショッピングモールでCKD啓発の動画上

映、ポスター掲示、啓発リーフレットの配布を

行った。 
 
３）啓発用資料の作成・広報・配布 

2019年度は、3月第 2木曜日の世界腎臓デー

にあわせて作成した懸垂幕を各地で掲出した。

懸垂幕をみて CKD の人数の多さを知った、と

いうコメントが複数寄せられるなど反響があ

った。 
CKD 啓発イベントや市民公開講座で利用す

懸垂幕

ロールアップバナー

2019年度 2020年度 2021年度
着ぐるみ 8 0 3
ジャンパー 4 2 5

幟 10 0 3
ビブス 8 0 0
合計 30 2 11

貸出備品・件数

3
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るための、A4 チラシ、クイズパネル、ロール

アップバナー、市役所発行市民版広報紙、協会

けんぽ広報紙等、「CKD 診療ガイドライン

2018」、「CKD 療養ガイド 2018」（東京医学社）

などは、新型コロナウイルス感染症拡大の影響

でイベントなどがほとんど中止になったため、

2019年度は準備のみ完了した。 

 
 

 
 

 
 

 
 
2020年度は、CKD 診療ガイドラインや CKD
診療ガイドを基に作成したCKD患者向け資料

（FROM-J 通信）を再構成し、研究協力者間

において内容の確認、修正を行い、昨年度と同

様に、広報誌 BEANS の別冊として小冊子を

作成した。 

 
コロナ禍の普及啓発活動に必要な新たな資材

の開発として、懸垂幕、ロールアップバナーの

活用に加えて、行政、マスメディアなどと協力

し、with コロナ時代の TV、新聞というマスメ

ディアの活用や、デジタル時代にあわせたソフ

トの活用について検討し、新たに以下のような

資材の開発を行った。①新たに懸垂幕の作

成・配布、②ロールアップバナーの作成・配

布、②デジタルサイネージ用の CKD 普及啓発

動画作成、 

 
③二次元バーコードを添付したポスターの

作成・配布。今年度は合計 4種類の動画を作成

した。CKD 啓発動画シリーズ第 1話「じんぞ
う君のお仕事知っていますか？」横および縦

（各 15秒）、CKD 啓発動画シリーズ第 2話「あ

なたの腎臓大丈夫ですか？」横および縦（各

15 秒）。15 秒版は TV 広告にも利活用しやす

いという長所がある。岡山駅前には合計 30面
を越える縦型のデジタルサイネージがあり、そ

こに 1週間ずつ放映した。 

 

慢性腎臓病䠄CKD䠅䛿
私達䛾生活䜢䛚䜃䜔䛛䛩
新䛯䛺䛂国民病䛃䛷䛩䟿

最近䚸慢性腎臓病䠄CKD䠅䛸䛔䛖新 䛧䛔病気䛾概念䛜注目䛥䜜䛶䛔䜎䛩

CKD対策は できてộすかᾎ

慢性腎臓病 䠄CKD䠗Chronic  Kidney  Disease䠅䛸䛿䠛

䐟蛋白尿䛺䛹䚸腎臓䛾㞀害䛜䛒䜛

䐠糸球体濾過量䠄GFR䠅䛜60未満䛻低下䛧䛶䛔䜛

CKD䛿䐟䛛䐠䛾䛔䛪䜜䛛䛜3䜹月以上持続䛧䛯状態䛷䛩

䠍䠊慢性腎臓病䠄CKD䠅䛿透析䜢要䛩䜛腎不全䛾予備軍䟿

䠎䠊慢性腎臓病䠄CKD䠅䛿心筋梗塞䜔脳卒中䛺䛹䛾心血管疾患䛻
対䛩䜛重大䛺危㝤因子䟿

䠏䠊慢性腎臓病䠄CKD䠅推定患者数䛿約1330万人䟿
自覚症状䛾䛺䛔䇾新䛯䛺国民病䇿

慢性腎臓病䠄CKD䠅䛿自覚症状䛜䛺䛔䛯䜑䚸䜋䛸䜣䛹䛾慢性腎臓病
䠄CKD䠅患者䛥䜣䛿自分䛜病気䛷䛒䜛䛣䛸䜢知䜚䜎䛫䜣䟿
必䛪健康診断䜢受䛡䜎䛧䜗䛖䟿

慢性腎臓病䠄CKD䠅䛜重症化䛩䜛䛸透析治療䛜必要䛻䛺䜚䜎䛩䚹日本䛾透析患者䛥䜣䛿
約33万人䚸国民䛾約400人䛻1人䛷䛩䚹透析患者䛥䜣䛾増加䛿䚸世界共通䛾問㢟䛷䛩䚹

中程度䛾腎機能低下䜔䚸蛋白尿䛜䛒䜛䛸䚸心筋梗塞䜔脳卒中䛸䛔䛳
䛯心血管疾患䛾危㝤䛜㧗䜎䜛䛣䛸䛜分䛛䛳䛶䛝䜎䛧䛯䚹慢性腎臓病
䠄CKD䠅䛷䛿心血管疾患䛾発症率䛜約3倍䛸報告䛥䜜䛶䛔䜎䛩䚹

制作䠖厚生労働行政推進調査事業䛂慢性腎臓病CKD䛾診療体制構築䛸普及䞉啓発䛻䜘䜛医療䛾向上䛃研究班

㼴熊本市

毎年、ᾂ月第ᾁ木曜日は

「世界腎臓デὊ」

NPO法人日本Ⴒට୰協会 https://j-ka.or.jp/
〒113-0033 東京都文京ય本഑3-28-8 日内会ை
一ಹ社団法人日本Ⴒට学会内

世界䠒大陸䠍䠌䠌䛛国以上䛾国䚻䛷啓発䜻䝱䞁䝨䞊䞁実施中䟿

䛂䛒䛺䛯䛾腎臓䚸大丈夫䠛䛃
CKD䛿早期発見䛜大事䟿必䛪健康診断䜢受䛡䜎䛧䜗䛖䟿

➀尿検査䚸➁血液検査䚸➂血圧測定䚸䛜CKD䛾診断䞉管理䛻重要䛷䛩䚹

GFR䠄糸球体濾過量䠅䛸䛿䠛

腎臓䛿毎日約䠍䠑䠌䝸䝑䝖䝹䛾尿䛾元䜢作䛳䛶䛔䜎䛩䚹䛭䛾
䛖䛱必要䛺䜒䛾䛿再利用䛥䜜䛶䚸毒素䛺䛹䛾不必要䛺䜒䛾
䛜最終的䛻䠍䡚䠎䝸䝑䝖䝹䛾尿䛻溶䛡䛯形䛷体外䛻排泄䛥
䜜䜎䛩䚹尿䛾元䜢䛴䛟䜛働䛝䛜GFR䛷䛩䚹血液検査䛾䛖䛱䚸
䜽䝺䜰䝏䝙䞁値䛛䜙特別䛺式䛷計算䛧䜎䛩䚹元気䛺人䛾
GFR䛿䛚䛚䜘䛭100䛷䛩䛛䜙䚸自分䛾腎機能䛜何䠂䛠䜙䛔
䛛䛜理解䛜䛷䛝䜎䛩䚹 60未満䛿䚸要検査䛷䛩䟿

https://j-ka.or.jp/ckd/check.php
自分䛾腎臓䛾働䛝䜢䝩䞊䝮䝨䞊䝆䛷䝏䜵䝑䜽䟿

CKD䛿治療䛜䛷䛝䜎䛩
慢性腎臓病䠄CKD䠅䛸診断䛥䜜䛯䜙

䠍䠊䛝䛱䜣䛸䛛䛛䜚䛴䛡医䛾先生䛾診察䜢受䛡䜎䛧䜗䛖䚹
䠎䠊禁煙䛧䚸肥満䜢是正䛧䛶䚸規則正䛧䛔生活䜢䛧䜎䛧䜗䛖䚹
䠏䠊血圧䜢適切䛻䝁䞁䝖䝻䞊䝹䛧䜎䛧䜗䛖䚹減塩䛜大切䛷䛩䚹
血圧䛾管理目標䛿130/80mmHg未満䛷䛩䚹

䠐䠊糖尿病䜔脂質異常症䜒䚸䛧䛳䛛䜚䛸治療䛧䜎䛧䜗䛖䚹
䠑䠊腎機能䛜高度䛻低下䛩䜛䛸貧血䛺䛹䛾問題䜢生䛨䜛
䛾䛷䚸腎臓専門医䛾診察䜢受䛡䜎䛧䜗䛖䚹

䠒䠊腎機能䛜低下䛩䜛䛸䛚薬䛾確認䛜必要䛷䛩䚹薬剤師
䛥䜣䛻䜒相談䛧䜎䛧䜗䛖䚹

1

クイズパネル

ガイドライン等

啓発動画

血液検査バージョン

尿検査バージョン

第1話
じんぞう君のお仕事知っていますか？

第2話
あなたの腎臓大丈夫ですか？

https://j-ka.or.jp/ckd/download/

第３話
早期受診で子供たちの腎臓を守ろう！

第４話
もしものことがあった場合

臓器提供という選択

岡山駅デジタルサイネージ
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また横型のデジタルサイネージは、岡山県庁、

岡山市中区区役所、岡山駅地下通路沿い、島根

大学医学部附属病院の待合ホール、などで放映

された。ケーブル TV での普及啓発番組内でも

放映した。健康教室や栄養士研修会を行った市

町村においても教室前、休憩時間あるいは研修

の合間で動画を放映した。また、「腎代替療法

選択ガイド 2020」を日本腎臓病協会のブロッ

ク代表と都道府県代表に送付した。 

 
2021年度も同様に、対面によらない普及啓発

の方法として、懸垂幕、ロールアップバナーの

活用に加えて、with コロナ時代の TV、新聞と

いうマスメディアの活用や、デジタル時代にあ

わせたソフトの活用を検討した。糖尿病性腎症

重症化予防プログラムとの連携が取られてい

る自治体・市町村においても、腎症重症化予防

にも活用可能な資材について意見交換をし、今

年度は小児と腎移植に関する啓発を目的とし

た、CKD 啓発動画シリーズ第 3話「早期受診

で子供たちの腎臓を守ろう！」横および縦（各

15秒）、CKD 啓発動画シリーズ第 4話「臓器

提供という選択」横および縦（各 15秒）を作

成した。 

 
また、2020年度から普及啓発用ポスターを掲

出する際に二次元バーコードを添付し一般市

民自身が持つスマートフォンやタブレットを

用いてできるクイズを付け加えた。2021 年度
は、ポスターに加え、新聞広告での普及啓発記

事に二次元バーコードを添付した。 

 
具体的には、二次元バーコードをスキャンす

ると 5 問のクイズ：①腎臓は体のどこにある

でしょうか？②腎臓の働きは何でしょうか？

③慢性腎臓病という言葉を知っていますか？

④CKD という言葉を知っていますか？

⑤CKD とはどういう意味でしょうか？、とい

う設問を準備し、自由に挑戦・解答および答え

合わせができるようにした。短い期間ではあっ

たが合計 25名の参加を得た。 
また、講演会や勉強会等で使用できるように、

一般向けスライドと医療従事者向けスライド

を作成し、その他のチラシや動画シリーズと共

に、日本腎臓病協会のホームページで閲覧でき

るようにした。 

 
 

 
４）診療連携体制構築 
① 診療連携体制の実態調査 

2019年度は、腎疾患対策検討会報告書の評価

指標に基づいてアンケートを作成し、年度末に

日本腎臓病協会の都道府県代表に送付した。 

ガイドライン等

啓発動画

https://j-ka.or.jp/ckd/download/

第３話
早期受診で子供たちの腎臓を守ろう！

第４話
もしものことがあった場合

臓器提供という選択

普及啓発用ポスター
（二次元バーコード付き）

一般向けスライド

https://j-ka.or.jp/ckd/download/

医療従事者向けスライド

https://j-ka.or.jp/ckd/download/
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また、厚生労働省により都道府県の CKD 対策

担当部署に対し各都道府県の腎疾患医療対策

に関する調査が実施された。その結果、①CKD
対策に関して議論する会議体：35 都道府県で

設置済、②会議の枠組み：CKD単独が 17件、

糖尿病（性腎症）重症化予防との合同が 16件、

その他 2 件、③医療機関受診勧奨基準、専門

医療機関への紹介基準の周知：25 都府県で実

施、④ 腎臓専門医療機関のリスト作成：23
府県で作成済み、⑤周知：19 府県で周知され、

対象は一般市民、医療機関、医療関係者、行政

等とするものが 12件、医療機関、医療関係者、

行政とするものが 7件、周知の方法は Web（行

政の HP等）で公開しているのは 11件、その

他は医療機関・行政へのリスト配布、研修会な

どにおけるリスト配布、であった。 
2020年度は、前年度末に送付したアンケート

結果をまとめた。回収率は 40/47 都道府県であ

った。アンケート結果は、以下に示す通りであ

った。 
Ø 学会認定以外の腎臓専門医療機関数が少な

い。 
Ø 会議体は多くの県で設定されている。 
Ø 診療連携制度も 6 割程度で実施されている。 
Ø 診療連携制度に参加しているかかりつけ医

数、専門医療機関、紹介数/逆紹介数、紹介

施設数/逆紹介施設数の把握は非常に困難。 
Ø 都道府県代表の施設以外の把握は困難。 
Ø 紹介/逆紹介は行っているが、連携体制は取

れていない。 
Ø 医師会、行政との関係性は概ね良好。 
Ø 薬剤師会と連携し、CKDシールの普及。 
Ø 患者会との連携は、ほとんどが腎友会。 
Ø PKDFCJ（多発性嚢胞腎財団日本支部）と

の連携（北海道）。 
Ø いばらき腎臓財団役員として患者会代表者

が参画。 
Ø かかりつけ医との連携： CKD 手帳による

持続的連携手帳で双方向の連携・併診 
 
また、課題として、以下が挙げられた。 
Ø 腎臓専門医療機関の基準設定 
Ø 会議体の規模。県単位、市単位、町単位、

医師会単位など、把握が必要。 
Ø 診療連携制度の規模。県単位、市単位、町

単位、医師会単位など、把握が必要。 
Ø CKD 診療連携制度の定義が不明。 
Ø 診療連携制度に参加しているかかりつけ医

数、専門医療機関、紹介数/逆紹介数、紹介

施設数/逆紹介施設数の把握には、定点観測

が必要ではないか。 

Ø 医師会、行政との関係性の良くないところ

には、ブロックでの医師会、行政を巻き込

んだ会議体の設定が有効かもしれない。 
 
そこで、診療連携体制構築に関連する活動全

般の実態のより定性的、定量的な評価を可能と

し、詳細な二次調査へも展開可能な情報を得る

ことを意図して、昨年度実施した年度末アンケ

ートの調査項目を再検討のうえ改訂した。また、

CKD 診療連携制度が既にある場合には、個別

連携制度の詳細調査もアンケート調査項目に

加えた。 
2021 年度も前年度のアンケート結果をまと

めた。回収率は 22/47 都道府県であった。新型

コロナウイルス感染対策のため、回収率が低く

なったものと思われる。アンケート結果は、以

下に示す通りであった。 
① 診療連携体制の実態調査 
1) 会議体の設置：21/22 県，35 会議体 

• 単位エリア（複数回答可）：ブロック（2）
都道府県（15）市区町村（12）二次医療圏

（6）不明（1）） 
• 専門医・専門医療機関リストの作成：14/22
県 

3）CKD の重症度による紹介基準（専門医紹

介基準 2018）の周知：17/22 県 
• 周知の単位エリア（複数回答可）：都道府県

全域（11）市区町村（8）二次医療圏（2） 
4）各エリアの CKD 診療連携制度：15/22 県、

35 制度 
• 単位エリア（複数回答可）：都道府県（3）
市区町村（12）二次医療圏（7） 

→詳細調査に回答のあった 30 制度のまとめを

示す。 
 

 
 
② 行政・団体との連携状況 

1) 行政との連携の有無：（有 21、無 1）、連

携状況：（良 15、可 5、不良 2） 
2) 糖尿病対策推進会議との連携の有無：（有

21、無 1） 
3) 患者会との連携の有無：（有 12、無 10） 
4) 医師会、その他の団体・専門職との連携の

個別連携制度の詳細調査（30制度）
運用開始時期 ～2018年度 23 行政との連携の有無と行政の単位 有 22

2019年度 5 都道府県 5
2020年度 2 郡市区 17

連携制度のカバーするエリア 都道府県 4 無 8
二次医療圏 8 行政との連携の状況 良好 22
市町村 18 不良 0
その他 0 不明 8

参画する腎臓専門医数 4人未満 11 糖尿病性腎症重症化予防プログラムとの連携の有無 有 22
4人以上 19 無 8

連携の基準 準拠 23 多職種連携の有無（連携している職種、複数可） 有 24
（専門医紹介基準2018に準拠または独自基準） 独自基準 7 看護師・保健師 21
連携パスまたは連携様式の使用 有 23 管理栄養士 21

無 7 薬剤師 14
医師会との連携の有無と医師会の単位 有 27 その他 2

都道府県 4 無 6
郡市区 25 腎臓病療養指導士の参加 有 11

無 3 無 19
医師会との連携の状況 良好 23 患者会との連携の有無 有 6

不良 2 無 24
不明 5 連携実績（紹介・逆紹介）の定期的集計 有 20

無 10
全体的評価 S 8
S：優れている、A：評価できる、適切である A 8
B：やや改善を要する、C：改善を要する、F：不明 B 8

C 4
F 2
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有無：（有 20、無 2）、医師会との連携状

況：（良 11、可 10、不良 0、無回答 1）、
連携している専門職：（看護師・保健師 18、
管理栄養士 17、薬剤師 17、その他 0）・団
体（歯科医師会 5、薬剤師会 12、栄養士
会 12、その他 0）（複数回答可） 

 
② 連携体制構築、活動継続の支援 

2019年 12月 18 日に中国ブロックで、2020
年 2 月 7 日に東京都・南関東ブロックで、厚

生労働省、行政担当を交えたブロック会議を開

催した。医療者と行政の課題の共有をはかる目

的でグループディスカッションが行われ、各

県・市で行われている CKD 対策についての取

り組みが紹介され、その中で CKD 普及・啓発

についての課題や、行政と医療者との連携につ

いての課題などを共有した。 
2020 年度は新型コロナウイルス感染拡大の

ため、行政を含めたブロック会議の開催は困難

であったが、対面方式ではなく web やメール

を利用し、北海道、関東、中国、四国、九州ブ

ロックでブロック会議が開催され、その中で

CKD 対策の取り組みが紹介され、CKD 普及・

啓発についての課題や、行政と医療者との連携

についての課題などを共有した。 
2021 年度も各ブロックで web 会議が実施さ

れた。東北ブロックでは、本アンケート調査で

収集された情報をもとに、ブロック内各県と類

似の医療状況において腎臓病療養指導士の育

成、多職種連携、医療連携体制整備に適用可能

な好事例のある地域から演者を選定し情報共

有を行った。（Tohoku Nephrology Research 
Conference for Nephrologist 2021、特別講

演：「透析導入遅延を目指した CKD 診療〜北

北海道の取り組み〜」、演者：旭川医科大学 内
科学講座 循環・呼吸・神経病態内科学分野 中
川直樹 准教授、2021年 11月 27 日、盛岡市） 
 

５）人材育成 
日本腎臓病協会と連携して、腎臓病療養指導

士の育成につとめている。2017年度の第 1回
腎臓病療養指導士 734 名（看護師 434 名、管

理栄養士 154 名、薬剤師 146 名）、2018 年度
には 317名（看護師 189名、保健師 3名、管

理栄養士 57 名、薬剤師 68 名）、2019 年度に

は 405名（看護師 238名、保健師 1名、管理

栄養士 77 名、薬剤師 89 名）、2020 年度には

209 名（看護師 107 名、保健師 2 名、管理栄

養士 42名、薬剤師 96名）、2021年度には 270
名（看護師 127 名、保健師 5 名、管理栄養士

42名、薬剤師 96名）が認定された。現在 1935
名の腎臓病療養指導士の職種別内訳は、看護師

1095 名、保健師 11 名、管理栄養士 361 名、

薬剤師 468 名である。職種別、地域別人数を

示す。 

 
地域によって療養指導士数には偏りが見られ

るが、それは日本腎臓学会認定の腎臓専門医数

とも関連がありそうである。 

 
 
腎臓病療養指導士認定のためには実地研修が

必須であるが、自施設および他施設での研修が

できない方のために代替ビデオ研修（症例研修

e-learning）を用意し、さらに腎臓病療養指導

士の継続学習にも用いることができるよう無

料で閲覧できるようにした。2021年度には「腎

臓病療養指導士のためのCKD指導ガイドブッ

ク」が出版された。 

 
また、継続して学習できるように日本腎臓病

協会と日本腎臓学会、日本腎不全看護学会、日

本栄養士会、日本腎臓病薬物療法学会が連携し

て、各学会で腎臓病療養指導士のセッションが

開催された。2021 年 6 月 18-20 日の第 64 回
日本腎臓学会学術総会では「腎臓病療養指導士

の活動の実際」と題するワークショップが開催

1

腎臓病療養指導士数（職種別、地区別）
第5回までの認定者数合計 1,935名
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され 41名/90名（現地/オンデマンド）が聴講、

2021 年 9 月 25-26 日の第 51 回日本腎臓学会

東部学術大会では「CKD の多職種包括的診療」

というシンポジウムが開催され 101 名（オン

デマンド）、2021年 10月 15-16 日の第 51回
日本腎臓学会西部学術大会では「CKD の多職

種包括的診療」といシンポジウムが開催され

139名（オンデマンド）、2021年 11月 6-7 日

第 15回日本腎臓病薬物療法学会学術集会では

「チーム医療において腎臓病療養指導士が果

たす役割」というシンポジウムが開催され 643
名の聴講があり、熱い議論が繰り広げられた。 
2019年度末のアンケート調査では、腎臓病療

養指導士を増やす方策の有無に関しては、約半

分の都道府県で有と回答している。また、腎臓

病療養指導士との連携を強化、知識の向上のた

めの研修会等の有無についても、約半分の都道

府県で有と回答している。実際に、新潟県や愛

知県では腎臓病療養指導士のための勉強会も

開催されている。他領域の療養指導士との連携

の有無については、1/4 の都道府県のみで有と

回答しており、まだ進んでいないことがわかっ

た。 
2020年度末のアンケート調査では、腎臓病療

養指導士を増やす方策の有無に関しては、回答

のあった半分の都道府県で有と回答している。

また、腎臓病療養指導士との連携を強化、知識

の向上のための研修会等の有無についても、

1/4 の都道府県で有と回答している。実際に、

京都府では腎臓病療養指導士会も設立されて

いる。他領域の療養指導士との連携の有無につ

いては、1/10 の都道府県のみで有と回答して

おり、まだ進んでいないことがわかった。現在、

日本腎臓病協会の各都道府県代表と連携を取

り、腎臓病療養指導士連絡協議会（仮名）の設

立を目指している。 
2019年 8月 31 日に、第 1回腎代替療法専攻

医セミナーを開催し、全国各地から 38名の腎

臓専攻医が集まり、腎代替療法、療法選択にお

ける SDM、血液透析、腎移植などに関して、

講義、症例ディスカッションを通じで、理解を

深めた。その後は、新型コロナウイルス感染症

拡大のため、開催できていない。 
2020年度からは新たに立ち上がった「慢性腎

臓病（CKD）患者に特有の健康課題に適合し

た多職種連携による生活・食事指導等の実証研

究」（研究代表者 要伸也）研究班とも協力して、

人材育成にあたった。 
 

D．考察 
本研究では、「腎疾患対策検討会報告書」で示

されている CKD 対策における①普及啓発、②
地域における医療提供体制の整備、④人材育成、

の 3 本の柱を社会実装すべく活動をした。 
市民公開講座などの普及啓発活動は新型コロ

ナウイルス感染拡大の影響で、2020年度は全国

的に開催困難となったが、2021年度には各地で

しっかり感染対策をして実施されるようになり、

その数は回復してきている。コロナ禍における

市民公開講座の開催方法として、収容人数を制

限しソーシャルディスタンスを保ちながらの集

合形式、Web を活用した現地＋オンラインのハ

イブリッド形式などが開催されており、今後全

国各地への横展開が期待される。しかし、依然

としてその活動は自治体によって大きく違って

おり、その理由には腎臓専門医の配置不足や行

政の関わり方などがある。行政が積極的に関わ

っている自治体ではその取り組みはより重層的

である。腎臓専門医の少ない地域では、腎臓病

療養指導士の活躍を期待したいところであるが、

その数を見てみると腎臓専門医の少ない都道府

県では、腎臓病療養指導士も少ない傾向があり、

腎臓病療養指導士や患者会とも連携し、様々な

方法による普及啓発活動を検討する必要がある。

また、一般住民への働きかけは十分とは言えず、

それには一方向性の情報発信であること、また

もともと健康意識の高い集団への繰り返しの情

報発信となっている可能性があり、今後はより

広い集団への有効性の高い情報発信方法を活用

する必要がある。 
CKD 対策を進めていく上で、疾患に対する正

しい知識は重要であるが、CKD の疾患認知は

徐々に増えてきているというデータはあるもの

の、全体の半数程度にとどまっており、年齢層

が高いほど、また健診制度を利用する健康意識

の高い層に理解度が高い傾向が認められた。依

然として認知度は低い状態であるため、一般住

民への普及啓発の方法を検討していく必要があ

る。傾向として CKD に関する情報入手経路は

テレビが多かったが、世代によって異なる可能

性があり、さらなる情報発信に際しては、年代

に応じた方法を選択すべきである。ビデオなど

の動画情報を広く閲覧可能な媒体（テレビやイ

ンターネット等）を通して発信することは、よ

り効果的な普及啓発に結びつく可能性がある。 
新型コロナウイルス感染拡大により、これまで

開発を進めてきた普及啓発用の資材に加え、

withコロナ時代のニューノーマルにあわせた新

規資材開発が望まれた。昨今の新型コロナウイ

ルス感染対策の中で最も重要な対策のうちのひ

とつ「3密を避けること」のできる資材として、

懸垂幕やロールアップバナーの継続した活用は

大変重要である。普及啓発の拡がりには、時間

的・空間的に継続することが大変重要あり、普

及啓発が進んでいない自治体・市町村へ拡大し

ていくため、地域ごとに活用（再活用含めて）
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しやすい最適な資材の開発および提供も欠かせ

ない。2021年度も新たに懸垂幕やロールアップ

バナー作成し、希望のあった自治体に配布し、

世界腎臓デーで使用していただいた。普及啓発

イベントの形式は、各自治体・市町村・医療圏

といった枠組みや、地域の感染状況によっても

大きく異なっており、いくつかの地域ではオン

ラインによる CKD 公開講座の開催が試みられ

ていた。オンラインでの講演会などで使用可能

なスライドや資材を新たに作成し、2021年度は

使用していただいた自治体・市町村や病院・ク

リニックが前年度以上に増え、総じて好評であ

った。動画は TV などマスメディアにおいても

使用可能であり、ケーブルテレビ等で積極的な

啓発番組放映を行っていただいた。さらにはデ

ジタルサイネージを利用した普及啓発も期待さ

れ、病院・診療所内や公共の場などその場所や

規模などに応じて活用可能な形のものを掲出す

ることで、一般住民の目にふれる機会が増え、

さらにYouTube等に動画を掲出することで爆発

的な視聴が認められた。特に動画を視聴する世

代へ向けた普及啓発において大変効果的である

可能性が考えられた。同様に、二次元バーコー

ドによる啓発方法も、スマホやタブレットを日

頃から使用している世代に対しては、利用しや

すい形態と考えられた。独自で CKD 普及啓発

資材を作成されている都道府県も少なくなく、

今後は研究班で開発した資材も必要に応じて利

活用していただくことで、さらなる普及啓発の

拡大が期待される。今後もこれまで開発を進め

てきた資材に加え、with コロナ時代のニューノ

ーマルにあわせた新規資材開発を進めていく必

要がある。 
診療連携体制構築のための会議体は都道府県

単位のものを中心に設置が進んでおり、地域の

実情に応じて二次医療圏単位での会議体の設置

も見られた。2020年度末のアンケート結果では、

会議体はほとんど全てで設置済みであり、新規

に運用が開始された制度も把握され、体制整備

の経年的な進展が確認された。また、専門医・

専門医療機関のリストは回答都道府県のうち約

7割で作成済みで、専門医紹介基準の周知も約 8
割で実施済みである。地域個別の CKD 診療連

携制度の比較的詳細な状況が把握され、専門医

紹介基準について地域の実情に応じた独自の基

準を設定している地域があること、個別の連携

制度の連携実績の定期的集計が約 2/3 で行われ

ており，制度毎の運用実態の横断的・縦断的把

握が可能な体制の整備が進んでいることがわか

った。今回抽出された個別制度の好事例からは、

健診結果に基づく保健指導、受診勧奨が進展し

ていることが推察され、今後横展開されること

を期待している。二次的な詳細調査を加えるこ

とにより、連携体制未整備エリアへのノウハウ

の効率的な横展開や連携制度構築、さらには既

存制度の問題点を拾い上げ、エリア間で情報を

共有していきたい。本アンケート調査のような

広汎な事例集積とそのデータベース化は、好事

例の効率的な横展開や情報共有に活用が可能で

あり、地域の実情に応じた連携体制の構築や改

善の支援に繋がると考えられる。 
日本腎臓病協会を中心として、腎臓病療養指導

士制度は充実してきており、腎臓病療養指導士

は確実に増加しているものの、コロナ禍で受験

する人数が減っており、今後は職種間連携の強

化並びにモチベーションアップ、知識の向上を

検討が必要である。依然として地域差が認めら

れ、これは腎臓専門医数と関係がありそうであ

り、日本腎臓学会との連携も重要になってくる

と思われ、現在都道府県において腎臓病療養指

導士が中心となり、日本腎臓病協会の都道府県

代表がサポートして活動できる体制の構築のた

めに連携協議会等の設置要請もされている。ま

た、現在の腎臓病療養指導士はその多くが基幹

病院に在籍しているが、今後は調剤薬局の薬剤

師や行政機関に所属している保健師、管理栄養

士など、患者や一般住民に接することの多い職

種の方々にも腎臓病療養指導士の資格を取得し

てもらえるような働きかけを進めていく必要が

ある。2020年度より「慢性腎臓病（CKD）患者

に特有の健康課題に適合した多職種連携による

生活・食事指導等の実証研究」（研究代表者 要
伸也）が立ち上がっており、多職種連携の有用

性を検証など、今後の研究成果が待たれる。 
 

 
E．結論 

腎疾患対策検討会報告書に示されている全体

目標を達成するため、本研究では、1）CKD 普

及啓発活動の実態調査、2）市民公開講座などの

啓発活動の支援、3）啓発資材の作成、4）診療

連携体制の構築、5）人材育成、を中心に、現状

の把握し、今後に向けた対策を検討した。 
日本腎臓病協会の慢性腎臓病対策部会のブロ

ック代表、都道府県代表、地区幹事を中心に、

コロナ禍ではあるが、様々な工夫をして、普及

啓発活動が行われていた。当該地域の普及啓発

活動の実態を調査しつつ、その改善および推進

に取り組み、今後の普及啓発の推進、地域にお

ける診療連携体制構築に向けての基礎的知見を

得ることができた。活発な普及啓発活動が行わ

れているが、一般市民における CKD 概念の普

及度には年齢層や健康意識の違いによってばら

つきがある。対象者に応じた普及啓発の方法を

考えていく必要があるが、with コロナ時代のニ

ューノーマルにあわせた新規資材開発のおかげ
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で、デジタルサイネージや、スマホ・タブレッ

トなどでの利用が可能となり、行動制限下でも

好評に、比較的簡便に、そして幅広い層に普及

啓発活動を行うことができた。一般向けおよび

医療従事者向けのスライド資料も作成し、動画

資材等とともに、日本腎臓病協会や班研究のホ

ームページにアップしており、さらなる利用を

進めていきたい。 
年度末アンケート調査では、CKD 診療連携体

制構築のための活動実態把握も行なっており、

CKD 対策のための会議体の設置や専門医・専門

医療機関のリストの作成など、都道府県単位を

中心とする体制構築のための基盤整備は進展し

ている。地域個別の CKD 診療連携制度の比較

的詳細な状況も把握でき、制度毎の運用実態の

横断的・縦断的把握が可能な体制の整備が進ん

でいることがわかった。今後も経年的に市町村、

二次医療圏単位を中心とする個別の連携制度の

詳細情報を集積してデータベース化して共有す

ることにより、各地域の実情に適合した CKD
診療連携体制の立案・実施・改善への支援が効

率的に進展することが期待される。これらの制

度の充実のためには行政との連携も不可欠であ

り、行政が積極的な自治体では、より重層的な

取り組みができていた。アンケート調査でもそ

の詳細が明らかになっており、好事例の横展開

を進め、さらなる連携強化を進めていきたい。 
腎臓病療養指導士は確実に増加してきている

が、さらなる地域間、職種間での連携の強化、

モチベーションアップや知識の向上のための方

策が進み始めたところであり、コロナ禍でも継

続して人材育成を行い、慢性腎臓病診療におけ

る診療連携体制の構築に役立つように、各都道

府県での更なる活動の支援が重要である。 
今後もアンケート調査を継続し、コロナ禍にお

いても有効な普及・啓発活動、資材作成、診療

連携体制の構築・改善、人材育成の方法を検討

し、腎疾患対策検討会報告書の全体目標の達成

に向けた努力を続けていく必要がある。 
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